
 
かずさ水道広域連合企業団水道工事標準仕様書 新旧対照表 

改   正   後 改   正   前 備考欄 
 

- 1 - 
 

Ⅰ 共通編 
１． 総則 

１．１ 一般事項 
 
1.1.1～1.1.3（略） 
 
1.1.4 法令等の遵守 
１．（略） 

 
(１)建設業法           (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(２)道路法            (令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号) 
(３)河川法            (令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号) 
(４)建築基準法          (令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号) 
(５)電気事業法          (令和 5 年 6 月改正 法律第 44 号) 
(６)電波法                       (令和 5 年 6 月改正 法律第 40 号) 
(７)測量法                       (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(８)砂防法                       (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(９)地すべり等防止法             (令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号) 
(10)砂利採取法                   (令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号) 
(11)下水道法                     (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(12)軌道法                       (令和 2 年 6 月改正 法律第 41 号) 
(13)航空法                       (令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号) 
(14)水道法                       (令和 5 年 5 月改正 法律第 36 号) 
(15)環境基本法                   (令和 3 年 5 月改正 法律第 36 号) 

Ⅰ 共通編 
１． 総則 

１．１ 一般事項 
 
1.1.1～1.1.3（略） 
 
1.1.4 法令等の遵守 
１．（略） 

 
(１)建設業法           (令和 3 年 5 月改正 法律第 48 号) 
(２)道路法              (令和 3 年 3 月改正 法律第 9 号) 
(３)河川法             (令和 3 年 5 月改正 法律第 31 号) 
(４)建築基準法           (令和 3 年 5 月改正 法律第 44 号) 
(５)電気事業法           (令和 2 年 6 月改正 法律第 49 号) 
(６)電波法                       (令和 3 年 3 月改正 法律第 19 号) 
(７)測量法                       (令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(８)砂防法                     (平成 25 年 11 月改正 法律第 76 号) 
(９)地すべり等防止法            (平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号) 
(10)砂利採取法                  (平成 27 年 6 月改正 法律第 50 号) 
(11)下水道法                     (令和 3 年 5 月改正 法律第 31 号) 
(12)軌道法                       (令和 2 年 6 月改正 法律第 41 号) 
(13)航空法                       (令和 3 年 6 月改正 法律第 65 号) 
(14)水道法                       (令和元年 1 月改正 法律第 37 号) 
(15)環境基本法                   (令和 3 年 5 月改正 法律第 36 号) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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(16)水質汚濁防止法               (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(17)湖沼水質保全特別措置法       (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(18)大気汚染防止法               (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(19)振動規制法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(20)騒音規制法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(21)労働基準法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(22)労働者災害補償保険法         (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(23)職業安定法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(24)中小企業退職金共済法         (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(25)下請代金支払遅延等防止法    (平成 21 年 6 月改正 法律第 51 号) 
(26)雇用保険法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(27)作業環境測定法               (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(28)じん肺法                    (平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号) 
(29)建設労働者の雇用の改善等に関する法律 

(令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(30)出入国管理及び難民認定法    (令和 5 年 12 月改正 法律第 84 号) 
(31)道路交通法                   (令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号) 
(32)道路運送法                   (令和 5 年 4 月改正 法律第 18 号) 
(33)道路運送車両法               (令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号) 
(34)消防法                       (令和 5 年 6 月改正 法律第 58 号) 
(35)毒物及び劇物取締法           (令和 5 年 5 月改正 法律第 36 号) 
(36)火薬類取締法                 (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(37)建設工事公衆災害防止対策要綱  

 (令和元年 9 月国土交通省告示 496 号) 
 

(16)水質汚濁防止法              (平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号) 
(17)湖沼水質保全特別措置法      (平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号) 
(18)大気汚染防止法               (令和 2 年 3 月改正 法律第 39 号) 
(19)振動規制法                  (平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号) 
(20)騒音規制法                  (平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号) 
(21)労働基準法                   (令和 2 年 3 月改正 法律第 14 号) 
(22)労働者災害補償保険法         (令和 2 年 6 月改正 法律第 40 号) 
(23)職業安定法                   (令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(24)中小企業退職金共済法         (令和 2 年 6 月改正 法律第 40 号) 
(25)下請代金遅延等防止法        (平成 21 年 6 月改正 法律第 51 号) 
(26)雇用保険法                   (令和 3 年 6 月改正 法律第 58 号) 
(27)作業環境測定法               (令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(28)じん肺法                    (平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号) 
(29)建設労働者の雇用の改善等に関する法律 

(令和 2 年 3 月改正 法律第 14 号) 
(30)出入国管理及び難民認定法    (令和 3 年 6 月改正 法律第 69 号) 
(31)道路交通法                   (令和 2 年 6 月改正 法律第 52 号) 
(32)道路運送法                   (令和 2 年 6 月改正 法律第 36 号) 
(33)道路運送車両法               (令和 3 年 5 月改正 法律第 37 号) 
(34)消防法                       (令和 3 年 5 月改正 法律第 36 号) 
(35)毒物及び劇物取締法          (平成 30 年 6 月改正 法律第 66 号) 
(36)火薬類取締法                 (令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(37)建設工事公衆災害防止対策要綱 

(令和元年 9 月国土交通省告示 496 号) 
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(38)廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
(令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 

(39)資源の有効な利用の促進に関する法律 
(令和 4 年 5 月改正 法律第 46 号) 

(40)文化財保護法                 (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(41)労働安全衛生法               (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(42)労働安全衛生規則    (令和 5 年 9 月改正 厚生労働省令第 121 号) 
(43)特定化学物質等障害予防規則 

(令和 5 年 4 月改正 厚生労働省令第 70 号) 
(44)石綿障害予防規則  (令和 5 年 12 月改正 厚生労働省令第 165 号) 
(45)酸素欠乏症等防止規則 (令和 4 年 4 月改正 厚生労働省令第 82 号) 
(46)健康保険法                   (令和 5 年 6 月改正 法律第 48 号) 
(47)都市公園法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(48)建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

(令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(49)土壌汚染対策法               (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(50)公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

(令和 3 年 5 月改正 法律第 37 号) 
(51)広域連合企業団水道用水供給条例 

(平成 31 年 広域連合企業団条例第 31 号) 
(52)自然環境保全法               (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(53)自然公園法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(54)国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

(令和 3 年 5 月改正 法律第 36 号) 
(55)河川法施行令                (令和 4 年 3 月改正 政令第 167 号) 

(38)廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
(令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 

(39)資源の有効な利用の促進に関する法律 
(平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号) 

(40)文化財保護法                 (令和 3 年 3 月改正 法律第 22 号) 
(41)労働安全衛生法            (平成 26 年 12 月改正 法律第 82 号) 
(42)労働安全衛生規則  (令和 3 年 12 月改正 厚生労働省令第 188 号) 
(43)特定化学物質等障害予防規則 

(令和 2 年 4 月改正 厚生労働省令第 89 号) 
(44)石綿障害予防規則     (令和 3 年 5 月改正 厚生労働省令第 96 号) 
(45)酸素欠乏症等防止規則(平成 30 年 6 月改正 厚生労働省令第 75 号) 
(46)健康保険法                   (令和 4 年 1 月改正 法律第 66 号) 
(47)都市公園法                  (平成 29 年 5 月改正 法律第 26 号) 
(48)建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

(令和 3 年 5 月改正 法律第 37 号) 
(49)土壌汚染対策法              (平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号) 
(50)公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

(令和 3 年 5 月改正 法律第 37 号) 
(51)広域連合企業団水道用水供給条例 

(平成 31 年 広域連合企業団条例第 31 号) 
(52)自然環境保全法              (平成 31 年 4 月改正 法律第 20 号) 
(53)自然公園法                   (令和 3 年 5 月改正 法律第 29 号) 
(54)国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

(令和 3 年 5 月改正 法律第 36 号) 
(55)河川法施行法               (令和元年 12 月改正 法律第 183 号) 
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(56)技術士法                     (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(57)計量法                       (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(58)厚生年金保険法               (令和 5 年 6 月改正 法律第 53 号) 
(59)最低賃金法                   (令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(60)所得税法                    (令和 5 年 11 月改正 法律第 79 号) 
(61)著作権法                     (令和 5 年 6 月改正 法律第 53 号) 
(62)土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特

別措置法 
(令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 

(63)労働保険の保険料の徴収等に関する法律 
(令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 

(64)農薬取締法                   (令和 5 年 5 月改正 法律第 36 号) 
(65)特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 

(令和 4 年 6 月改正 法律第 68 号) 
(66)公共工事の品質確保の促進に関する法律 

(令和元年 6 月 法律第 35 号) 
(67)警備業法                     (令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号) 
(68)個人情報の保護に関する法律 

(令和 5 年 11 月改正 法律第 79 号) 
(69)高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

(令和 5 年 6 月改正 法律第 58 号) 
２・３（略） 

 
1.1.5～1.1.18（略） 

 

(56)技術士法                     (令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(57)計量法                      (平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号) 
(58)厚生年金保険法               (令和 2 年 6 月改正 法律第 40 号) 
(59)最低賃金法                  (平成 24 年 4 月改正 法律第 28 号) 
(60)所得税法                     (令和 3 年 3 月改正 法律第 11 号) 
(61)著作権法                     (令和 2 年 6 月改正 法律第 48 号) 
(62)土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特

別措置法 
(令和 2 年 6 月改正 法律第 42 号) 

(63)労働保険の保険料の徴収等に関する法律 
(令和 2 年 3 月改正 法律第 14 号) 

(64)農薬取締法                  (令和元年 12 月改正 法律第 62 号) 
(65)特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 

(平成 29 年 5 月 法律第 41 号) 
(66)公共工事の品質確保の促進に関する法律 

(令和元年 6 月 法律第 35 号) 
(67)警備業法                     (令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(68)行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

(令和元年 6 月改正 法律第 37 号) 
(69)高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

(令和 2 年 6 月改正 法律第 42 号) 
２・３（略） 

 
1.1.5～1.1.18（略） 
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1.1.19 特許権等 
１・２（略） 
３．発注者が、引き渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和 5 年

6 月改正法律第 53 号第 2 条第 1 項第 1 号）に規定される著作物に該

当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとす

る。なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著

作物については発注者はこれを自由に加除または編集して利用する

ことができる。 
 
1.1.20（略） 
 
1.1.21 保険の付加及び事故の補償 
１・２（略） 
３．受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。 
４．受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及び

その他の事故に対して、責任をもって適正な補償をしなければなら

ない。 
５．１件あたりの契約金額が 500 万円以上の建設工事を受注した建設

業者は、勤労者退職金共済機構・建設業退職金共済事業本部の掛金

収納書（発注官公庁等用）を貼付した「建設業退職金共済証紙（退

職金ポイント）購入状況報告書」を建設工事契約締結後１ケ月以内

に提出し、掛金の収納の確認を受けなければならない。 
なお、報告書を期限内に提出できない受注者は、あらかじめその

理由及び共済証紙の購入予定時期を記入した「建設業退職金共済証

紙（退職金ポイント）購入状況報告遅延報告書」を提出しなければ

1.1.19 特許権等 
１・２（略） 
３．発注者が、引き渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成 26 年

法律第 35 号第 2 条第 1 項第 1 号）に規定される著作物に該当する

場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。な

お、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物に

ついては発注者はこれを自由に加除または編集して利用することが

できる。 

 
1.1.20（略） 
 
1.1.21 保険の付加及び事故の補償 
１・２（略） 

 
３．受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及び

その他の事故に対して、責任をもって適正な補償をしなければなら

ない。 
４．１件あたりの契約金額が 500 万円以上の建設工事を受注した建設

業者は、勤労者退職金共済機構・建設業退職金共済事業本部の掛金

収納書（発注官公庁等用）を貼付した「建設業退職金共済証紙（退

職金ポイント）購入状況報告書」を建設工事契約締結後１ケ月以内

に提出し、掛金の収納の確認を受けなければならない。 
なお、報告書を期限内に提出できない受注者は、あらかじめその

理由及び共済証紙の購入予定時期を記入した「建設業退職金共済証

紙（退職金ポイント）購入状況報告遅延報告書」を提出しなければ

 
 
(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(新設) 
(変更) 
 
 
(変更) 
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ならない。  
 
1.1.22～1.1.24（略） 
 
１・２ 工事施工 
 
1.2.1～1.2.13（略） 
 
1.2.14 工事の下請負 
  受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件を全

て満たさなければならない。 
（１）・（２）（略） 
（３）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、

下請負契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能労

働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働

環境が適正に整備されるよう、市場における労務の適正価格、保険

料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期等を定め

る下請契約を締結しなければならない。 
（４）（略） 
 
1.2.15～1.2.26（略） 
 
１．３ 安全管理 
 
1.3.1 工事中の安全確保 

ならない。 
 

1.1.22～1.1.24（略） 
 
１・２ 工事施工 
 
1.2.1～1.2.13（略） 
 
1.2.14 工事の下請負 
  受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件を全

て満たさなければならない。 
（１）・（２）（略） 
（３）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。 

 
 
 
 
 

（４）（略） 

 
1.2.15～1.2.26（略） 

 
１．３ 安全管理 
 
1.3.1 工事中の安全確保 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(追記) 
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１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審

議官通達、令和 6 年 3 月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通省

大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長通

達、平成 17 年３月 31 日）及びＪＩＳ Ａ ８９７２（斜面・法面

工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理

を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針

は、当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 
２（略） 
３．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省 告示、

令和元年 9 月 2 日）を遵守して災害の防止を図らなければならな

い。 
４～19（略） 
20．監督職員が、労働安全衛生法（令和 4 年 6 月改正、法律第 68

号）第 30 条第１項に規定する措置を講じるものとして、同条第２

項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従

うものとする。 
21～27（略） 
 
1.3.2（略） 
 
1.3.3 交通及び保安上の措置 
１．受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたり、交通の

安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と打ち合わせ

を行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（令

和 3 年 6 月改正、内閣府・国土交通省令第 2 号）、道路工事現場にお

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審

議官通達、令和 2 年 3 月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通省

大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長通

達、平成 17 年３月 31 日）及びＪＩＳ Ａ ８９７２（斜面・法面

工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理

を行い災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針

は、当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 
２（略） 
３．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設事務次官通達、

平成５年１月 12 日）を遵守して災害の防止を図らなければならな

い。 
４～19（略） 
20．監督職員が、労働安全衛生法（平成 23 年６月 24 日、法律第 74

号）第 30 条第１項に規定する措置を講じるものとして、同条第２

項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従

うものとする。 
21～27（略） 

 
1.3.2（略） 

 
1.3.3 交通及び保安上の措置 
１．受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたり、交通の

安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と打ち合わせ

を行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平

成 26 年５月 26 日改正、内閣府・国土交通省令第４号）、道路工事現

(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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ける標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和 37 年 8 月

30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正に

ついて（局長通知平成 18 年３月 31 日国道利 37 号・国道国防第

205 号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置

について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知平成 18
年３月 31 日国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施

設設置基準（令和元年 5 月 21 日改正 国関整道管第 8 号）に基づき

安全対策を講じなければならない。 
２～12（略） 
 
1.3.4 過積載の防止 
１．受注者は、大量の土砂及び大型の工事用資機材の運搬を伴う工事

を施工する場合は、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の

防止等に関する特別措置法（平成 26 年６月 13 日改正、法律第 69
号）、車両制限令（令和 3 年 7 月 9 日改正、政令第 198 号）及び千

葉県土砂運搬適正化対策要綱（令和 3 年 10 月 1 日改正）を遵守し、

関係機関と協議して、通行道路、通行期間、交通誘導員の配置、標

識、安全施設等の設置場所、その他交通安全対策上の必要事項につ

いて搬送計画を立て、監督職員に提出しなければならない。なお、

車両制限令第３条第１項に定める制限を越えて工事用資材及び機械

等を運搬する場合は、道路法第 47 条の２に基づく通行許可を受けな

ければならない。 
２（略） 
 
1.3.5 事故防止 

場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和 37 年

8 月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改

正について（局長通知平成 18 年３月 31 日国道利 37 号・国道国防

第 205 号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設

置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知平成

18 年３月 31 日国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保

安施設設置基準（令和元年 5 月 21 日改正 国関整道管第 8 号）に基

づき安全対策を講じなければならない。 
２～12（略） 

 
1.3.4 過積載の防止 
１．受注者は、大量の土砂及び大型の工事用資機材の運搬を伴う工事

を施工する場合は、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の

防止等に関する特別措置法（平成 26 年６月 13 日改正、法律第 69
号）、車両制限令（令和 3 年月 9 日改正、政令第 198 号）及び千葉

県土砂運搬適正化対策要綱（令和 3 年 10 月 1 日改正）を遵守し、関

係機関と協議して、通行道路、通行期間、交通誘導員の配置、標

識、安全施設等の設置場所、その他交通安全対策上の必要事項につ

いて搬送計画を立て、監督職員に提出しなければならない。なお、

車両制限令第３条第１項に定める制限を越えて工事用資材及び機械

等を運搬する場合は、道路 法第 47 条の２に基づく通行許可を受け

なければならない。 
２（略） 

 
1.3.5 事故防止 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(追記) 
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１．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省 告示第

469 号、令和元年 9 月 2 日）に基づき、公衆の生命・財産等に危

害、迷惑を及ぼさないよう必要な措置を講じなければならない。 
 
1.3.6・1.3.7（略） 
 
1.3.8 環境対策 
１～５（略） 
６（略） 

表 1.2 
機種 備考 

一般工事用建設機械 
・バックホウ・トラクタショベル（車

輪式）・ブルドーザ・発動発電機（可

搬式）・空気圧縮機（可搬式）・油圧ユ

ニット（以下に示す基礎工事用機械の

うち、ベースマシーンとは別に、独立

したディーゼルエンジン駆動の油圧ユ

ニットを搭載しているもの；油圧ハン

マ、バイブロハンマ、油圧式鋼管注

入・引抜機、油圧式杭圧入・引抜機、

アースオーガ、オールケーシング掘削

機、リバースサーキュレーションドリ

ル、アースドリル、地下連続壁施工

ディーゼルエンジン（エン

ジン出力 7.5KW 以上 260KW
以下）を搭載した建設機械に

限 
る。 
 ただし、道路運送車両の安

全基準に排出ガス基準が定め

られている自動車で、有効な

自動車検査証の交付を受けて

いるものは除く。 
 
 
 

１．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設省事務次官通

達、平成５年１月 12 日）に基づき、公衆の生命・財産等に危害、迷

惑を及ぼさないよう必要な措置を講じなければならない。 

 
1.3.6・1.3.7（略） 
 
1.3.8 環境対策 
１～５（略） 
６（略） 

表 1.2 
機種 備考 

一般工事用建設機械 
・バックホウ・トラクタショベル（車

輪式）・ブルドーザ・発動発電機（可

搬式）・空気圧縮機（可搬式）・油圧ユ

ニット（以下に示す基礎工事用機械の

うち、ベースマシーンとは別に、独立

したディーゼルエンジン駆動の油圧ユ

ニットを搭載しているもの；油圧ハン

マ、バイブロハンマ、油圧式鋼管注

入・引抜機、油圧式杭圧入・引抜機、

アースオーガ、オールケーシング掘削

機、リバースサーキュレーションドリ

ル、アースドリル、地下連続壁施工

ディーゼルエンジン（エン

ジン出力 7.5KW 以上 260KW
以下）を搭載した建設機械に

限 
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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機、全回転型オールケーシング掘削

機）・ロードローラ、タイヤローラ、

振動ローラ・ホイールクレーン 

 
 
 

表 1.3 
機種 備考 

トンネル工事用建設機械 
・バックホウ 
・トラクタショベル 
・大型ブレーカ 
・コンクリート吹付機 
・ドリルジャンボ 
・ダンプトラック 
・トラックミキサ 

ディーゼルエンジン（エン

ジン出力 30KW～260KW）

を搭載した建設機械に限る。 
ただし、道路運送車両の保

安基準に排出ガス基準が定め

られている大型特殊自動車及

び小型特殊自動車以外の自動

車の種別で、有効な自動車検

査証の交付を受けているもの

は除く。 
７（略） 
８．受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたって

は、事業ごとの特性を踏まえ、必要とされる強度や耐久性、機能の

確保、コスト等に留意しつつ、「国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（令和 3 年 5 月改正、法律第 36 号。「グリーン購入

法」という。）」第 10 条の規定により定めた「千葉県環境配慮物品調

達方針」の対象物品の使用を推進するものとする。 
９・10（略） 
 

機、全回転型オールケーシング掘削

機）・ロードローラ、タイヤローラ、

振動ローラ・ホイールクレーン 

 
 
 

表 1.3 
機種 備考 

トンネル工事用建設機械 
・バックホウ 
・トラクタショベル 
・大型ブレーカ 
・コンクリート吹付機 
・ドリルジャンボ 
・ダンプトラック 
・トラックミキサ 

ディーゼルエンジン（エン

ジン出力 30KW～260KW）

を搭載した建設機械に限る。 
ただし、道路運送車両の保

安基準に排出ガス基準が定め

られている自動車の種別で、

有効な自動車検査証の交付を

受けているものは除く。 
 
 
７（略） 
８．受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたって

は、事業ごとの特性を踏まえ、必要とされる強度や耐久性、機能の

確保、コスト等に留意しつつ、「国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（平成 15 年７月改正、法律第 119 号。「グリーン購

入法」という。）」第 10 条の規定により定めた「千葉県環境配慮物

品調達方針」の対象物品の使用を推進するものとする。 
９・10（略） 
 

 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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1.3.9～1.3.10（略） 
1.4（略） 

1.3.9～1.3.10（略） 
1.4（略） 
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Ⅰ 共通編 
３．工事 

３．１～３．３（略） 
 
３．４ コンクリート工 
 
3.4.1・3.4.2（略） 
 
3.4.3 工場の選定 
（１）受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合には、Ｊ

ＩＳマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法（令和

4 年 6 月改正法律第 68 号）に基づき国に登録された民間の第三者機

関（登録認証機関）により認証を受けた工場）で、かつ、コンクリ

ートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施す

る能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、

配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリ

ート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格

した工場等）を選定し、その製品はＪＩＳ Ａ 5308（レディーミ

クストコンクリート）に適合するものを用いなければならない。こ

れ以外の場合は、本条（３）、（４）項の規定よるものとする。 
（２）～（５）略 

Ⅰ 共通編 
３．工事 

３．１～３．３（略） 
 
３．４ コンクリート工 
 
3.4.1・3.4.2（略） 
 
3.4.3 工場の選定 
（１）受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合には、Ｊ

ＩＳマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法（平成

30 年 5 月 30 日法律第 33 号）に基づき国に登録された民間の第三

者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場）で、かつ、コン

クリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実

施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐してお

り、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国品質管

理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場

等）を選定し、その製品はＪＩＳ Ａ 5308（レディーミクスト

コンクリート）に適合するものを用いなければならない。これ以外

の場合は、本条（３）、（４）項の規定よるものとする。 
（２）～（５）略 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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Ⅱ 管路工事 

４．管路工事 
 
４．１ 施工一般 
 
4.1.1～4.1.13 （略） 
 
4.1.14 管の据付け 
１～８（略） 

９．さや管内にエアミルク等を充填する場合は、全延長にわたり管周囲

に均等に施工しなければならない。 
 
4.1.15～4.1.42（略） 
 
４．２・４．３（略） 

Ⅱ 管路工事 

４．管路工事 
 
４．１ 施工一般 
 
4.1.1～4.1.13（略） 
 
4.1.14 管の据付け 
１～８（略） 
９．さや管内に砂等を充填する場合は、全延長にわたり管周囲に均等に

施工しなければならない。 
 

4.1.15～4.1.42（略） 
 
４．２・４．３（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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Ⅱ 管路工事 

１１．道路復旧工事 
 
１１．１～１１．１３（略） 
 
１１．１４ 舗設 
11.14.1～11.14.7（略） 
 
11.14.8 オーバーレイ工 

１．施工面の整備 
(1)  受注者は、路面切削施工前に縦横断測量を行い、舗装計画図面を作

成し、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。な

お、縦横断測量の間隔は設計図書によるものとするが、特に定めの

ない場合は 40ｍ間隔とする。 

Ⅱ 管路工事 

１１．道路復旧工事 
 
１１．１～１１．１３（略） 
 
１１．１４ 舗設 
11.14.1～11.14.7（略） 
 
11.14.8 オーバーレイ工 

１．施工面の整備 
(1)  受注者は、路面切削施工前に縦横断測量を行い、舗装計画図面を作

成し、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。な

お、縦横断測量の間隔は設計図書によるものとするが、特に定めの

ない場合は 20ｍ間隔とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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Ⅴ 工事関係要領等 
１９－２．完成図作成要領（水道事業） 

 
１・２（略） 
 
３．図面の作成方法 
（１）（略） 
 
（２）平面図 

①～⑤（略） 

⑥ 測点番号は道なりを基本とし、工事始点から 40ｍ毎に設定し終点

を必ず測定記載すること。また、番号の順序は本線から始め、次に

枝線の順に設定するが、枝線が複数ある場合は、工事始点に近い方

から設定すること。 

     なお、測点番号の設定例は別図のとおり。 

  
 

Ⅴ 工事関係要領等 
１９－２．完成図作成要領（水道事業） 

 
１・２（略） 
 
３．図面の作成方法 
（１）（略） 
 
（２）平面図 
 ①～⑤（略） 
⑥ 測点番号は道なりを基本とし、工事始点から 20ｍ毎に設定し終

点を必ず測定記載すること。また、番号の順序は本線から始め、次

に枝線の順に設定するが、枝線が複数ある場合は、工事始点に近い

方から設定すること。 

     なお、測点番号の設定例は別図のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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Ⅴ 工事関係要領等 
２０－２．工事記録写真撮影要領（水道事業） 

 
１．共通事項 

(1)・(2)（略） 
(3) 写真はＡ４版大の写真つづりに工程順又は、工事起点 終点の順

に整理して添付し、監督員を経て主任監督員及び総括監督員の検閲

を受けるものとする。 
  デジカメを使用する場合の印刷用紙厚は、0.15ｍｍ以上とする。 
(4)・(5)（略） 

 (6) 写真は、標尺その他を用い、目的物の寸法が判断できるように

し、下記の内容を記入した黒板を同時に撮影しなければならない。 
  （測点とは、布設平面図の 40ｍ間隔の測点のことで、中間の位置を

示す場合は、No.15＋10ｍのように記入する。また、設計寸法も記

入し、構造物及び電気、機械、計装設備の場合は、どこの部分であ

るかを明記する。) 
  ① 工事名 
  ② 名称 
  ③ 測点 
  ④ 略図 
  ⑤ 施工会社 

(7) 施工延長が，各撮影間隔に満たない場合は起点部，中間部，終

点部の３箇所で撮影すること。 
 

Ⅴ 工事関係要領等 
２０－２．工事記録写真撮影要領（水道事業） 

 
１．共通事項 

(1)・(2)（略） 
(3) 写真はＡ４版大の写真つづりに工程順又は、工事起点 終点の順

に整理して添付し、監督員を経て主管係長及び主管課長の検閲を受

けるものとする。 
  デジカメを使用する場合の印刷用紙厚は、0.15ｍｍ以上とする。 

(4)・(5)（略） 
(6) 写真は、標尺その他を用い、目的物の寸法が判断できるように

し、下記の内容を記入した黒板を同時に撮影しなければならない。 
  （測点とは、布設平面図の 20ｍ間隔の測点のことで、中間の位置を

示す場合は、No.15＋10ｍのように記入する。また、設計寸法も記

入し、構造物及び電気、機械、計装設備の場合は、どこの部分であ

るかを明記する。) 
  ① 工事名 
  ② 名称 
  ③ 測点 
  ④ 略図 
  ⑤ 施工会社 

(7) 施工延長が，各撮影間隔に満たない場合は起点部，中間部，終

点部の３個所で撮影すること。 
 

 
 
 
 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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(8) 写真綴り表紙には，施工年度・工事番号・工事名・施工箇所・

工期・施工業者名を明記すること。 
(9)・(10)（略） 
(11) 削除  

 
 
２．撮影すべき主な標準事項  

(1)（略） 
(2) 鋳鉄管接合工事 

①  さし口・受け口の清掃，滑剤塗布の状況 

②  さし口の挿入状況 

 ・レバーホイスト等の使用状況がわかるよう写すこと。 

③ ライナ設置状況 

④ チェックゲージ・隙間ゲージ確認状況 

⑤  トルクレンチによる締め付け状況 

・トルクレンチをボルト寸法と受け口形による所定のトルクに

合わせた部分が見えるように写すこと。 

⑥  曲管の接合された状況 

・直管部分の接合の直線及び，曲管の正常さを写すこと。 

⑦  鉄管切断状況 

・切断面の状況及び切管寸法を明示する写真とすること。 

⑧  空気弁・消火栓・弁据付け状況 

・全箇所について接合の順に写すこと。 

⑨  水圧試験状況 

・１箇所１枚とし，圧力ゲージが判読できるように写すこと。 

(8) 写真綴り表紙には，施工年度・工事番号・工事名・施工個所・

工期・施工業者名を明記すること。 
(9)・(10)（略） 
(11) 上記で変更精算の延長が長い場合は，20m 間隔で写真撮影す

ること。 
 

２．撮影すべき主な標準事項  
(1)（略） 
(2) 鋳鉄管接合工事 

①  さし口・受け口の清掃後，水洗い滑剤塗布の状況 

 

 

 

 

②  トルクレンチで締め付け状況 

③ トルクレンチをボルト寸法と受け口形による所定のトルクに

合わせた部分が見えるように写すこと。 

④  曲管の接合された状況 

・直管部分の接合の直線及び，曲管の正常さを写すこと。 

⑤  鉄管切断状況 

・切断面の状況及び切管寸法を明示する写真とすること。 

⑥  空気弁・消火栓・弁据付け状況 

・全箇所について接合の順に写すこと。 

⑦  水圧試験状況 

・１箇所１枚とし，圧力ゲージが判読できるように写すこと。 

(変更) 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
(変更) 
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⑩  その他監督員の指示する箇所とする。 

⑪ 写真の整理は布設工事と同様とする。 

 (3)（略） 
(4) 配水用ポリエチレン管接合工事 

   ① 切削マーキング状況 
   ② 融着部の切削状況 
   ③ 融着面の清掃状況 
   ④ クランプを用いた管の固定状況 
   ⑤ 融着状況 

⑥ インジケータの確認 
    ・インジケータが隆起していることが見えるように写すこと。 
   ⑦ クランプ取外し状況 

⑧ ポリエチレン管の切断状況 
    ・切断面の状況及び切管寸法を明示する写真とすること。 
   ⑨ 空気弁・消火栓・弁据付状況 
    ・全箇所について接合の順に写すこと。 
   ⑩ その他監督員の指示する箇所とする。 
   ⑪ 写真の整理は布設工事と同様とする。 

(5) 給水用ポリエチレン管接合工事 
   ① 配水用ポリエチレン管接合工事①～⑧、⑩と同様とする。 

(6) 構造物築造工事 
  ①～⑤（略） 
(7) 安全工実施状況 

① 工事看板設置状況 
② 安全パトロール実施状況 

⑧  その他監督員の指示する箇所とする。 

・写真の整理は布設工事と同様とする。 

 (3)（略） 
(4) 配水用ポリエチレン管接合工事 

    
   ① 融着部の切削状況 
   ② 融着面の清掃状況 
   ③ クランプを用いた管の固定状況 
    

④ インジケータの確認 
    ・インジケータが隆起していることが見えるように写すこと。 
    

⑤ ポリエチレン管の切断状況 
    ・切断面の状況及び切管寸法を明示する写真とすること。 
   ⑥ 空気弁・消火栓・弁据付状況 
    ・全箇所について接合の順に写すこと。 
   ⑦ その他監督員の指示する箇所とする。 
    ・写真の整理は布設工事と同様とする。 
 
 
 (5) 構造物築造工事 
   ①～⑤（略） 
 
 
 

 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(新設) 
 
 
 
(新設) 
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③ ＫＹ活動実施状況 
④ 安全施設設置状況 
⑤ 交通誘導員配置状況 
⑥ 安全教育実施状況 

 
写真撮影箇所一覧 

 
工事写真帳の構成 写真の撮影  

写真整理 区分

１ 

区分２ 区分３ ポイ

ント 

撮影

間隔 

摘 要 

 着工前・

完成 

着工前 測点  起点から終点に向

かって撮影するこ

とを原則とする。 

工区別（路線

別） 

No.0～ 

  完成 測点  着工前の写真と同

じ場所を撮影する

こと。 

 〃 

 使用材料 材料検査（配水

管） 

 検査

実施

時 

材料検査を一式と

して黒板に明記の

うえ、全ての材料

が確認できるよう

撮影させること。 

 

  材料検査（給水

管） 

   

〃 

   〃  

 試掘工 公衆安全対策  必要 管種,土被り,離れ,  

 
 
 
 
 
写真撮影箇所一覧 

 
工事写真帳の構成 写真の撮影  

写真整理 区分

１ 

区分２ 区分３ ポイ

ント 

撮影

間隔 

摘 要 

 着工前・

完成 

着工前 測点  起点から終点に向

かって撮影するこ

とを原則とする。 

工区別（路線

別） 

No.0～ 

  完成 測点  着工前の写真と同

じ場所を撮影する

こと。 

 〃 

 使用材料 材料検査（配水

管） 

 検査

実施

時 

材料検査を一式と

して黒板に明記の

うえ、全ての材料

が確認できる用撮

影さること。 

 

  材料検査（給水

管） 

   

〃 

   〃  

 試掘工 公衆安全対策  必要 管種,土被り,離れ,  

 
 
 
 
 
（変更） 
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の都

度 

幅,深さ 

舗装厚・路盤厚 

仮設工設置状況 

 安全工 安全管理  適宜 ＫＹ活動等の実施

状況 

 

 安全教育  適宜 安全訓練等の実施

状況 

 

配水管布設工＜工区別（路線別），測点ごと，No.0～＞ 

 準備工 舗装版切断 測点 4０

ｍ 

切断状況 

カッター汚泥回収

状況 

切断幅 

 

  舗装版取壊し 〃 4０

ｍ 

取壊し状況 

積込、搬出状況 

 

 仮設工 指定仮設 〃 4０

ｍ 

施工状況  

 任意仮設 〃 適宜 施工状況  

 

 

 土工 路盤掘削積込 〃 4０

ｍ 
掘削状況 

積込状況 

 

  機械掘削積込 〃 4０

ｍ 
  〃  

  掘削形状 〃 4０ 幅、深さ 近接構造物が

の都

度 

幅,深さ 

 

 

 安全工     

 

 

  安全教育  適宜 安全訓練等の実施

状況 

 

配水管布設工＜工区別（路線別），測点ごと，No.0～＞ 

 準備工 舗装版切断 測点 4０

ｍ 

施工状況 

 

 

 

 

  舗装版取壊し 〃 4０

ｍ 

  〃 

 

 

 仮設工     

 

 

  指定仮設 〃 4０

ｍ 

土留め、ウェルポ

イント等で設計で

指定された仮設工 

 

 土工 路盤掘削積込 〃 4０

ｍ 
施工状況  

  機械掘削積込 〃 4０

ｍ 
  〃  

  掘削形状 〃 4０ 幅、深さ  
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ｍ 埋設物種別・土被

り・離れ 

ある 

場合 

  会所掘りの状況 〃 適宜 

 

長さ、深さ  

 管撤去工 既設管撤去 〃 4０

ｍ 

土被り、撤去状況 

石綿対策状況 

 

石綿管の場合 

 管布設工 土被り、離れ 〃 4０

ｍ 

測定状況  

  管布設状況 〃 4０

ｍ 
数本の管が布設さ

れた状況 

 

  継手接合 〃 4０

ｍ 
接合状況（陸での

撮影 OK） 

 

  明示テープ、ポ

リスリーブ 

〃 4０

ｍ 
施工状況（陸での

撮影 OK） 

 

  切管  全箇

所 

施工状況、切断面

の防錆処理 

近辺の測点に

登録 

  曲折箇所   〃 施工状況、配管状

況図添付（黒板 or

写真帳） 

 〃 

  上・下越し箇所   〃   〃  〃 

  弁設置   〃   〃 

舗装本復旧完了後

に弁等の完成を撮

影すること。 

近辺の測点に

登録 

概要図の記号

を明示 

ｍ  

 

  会所掘りの状況 〃 4０

ｍ 
長さ、深さ  

      

 

 

 管布設工 土被り、離れ 〃 4０

ｍ 

測定状況  

  管布設状況 〃 4０

ｍ 
数本の管が布設さ

れた状況 

 

  継手接合 〃 4０

ｍ 
接合状況（陸での

撮影 OK） 

 

  明示テープ、ポ

リスリーブ 

〃 4０

ｍ 
施工状況（陸での

撮影 OK） 

 

  切管  全箇

所 

施工状況、切断面

の防錆処理 

近辺の測点に

登録 

  曲折箇所   〃 施工状況、配管状

況図添付（黒板 or

写真帳） 

 〃 

  上・下越し箇所   〃   〃  〃 

  弁設置   〃   〃 近辺の測点に

登録 

概要図の記号

を明示 
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  消火栓   〃   〃 

舗装本復旧完了後

に消火栓の完成を

撮影すること。 

 〃 

  T 字管、割 T 字

管 

  〃 施工状況、配管状

況図添付（黒板 or

写真長） 

 

 〃 

  連絡箇所   〃   〃 

 

 

 〃 

  栓設置   〃   〃  〃 

 水圧試験 DIP  適宜 ①加圧直後、②５

分後 

 

  HPPE   〃 ①加圧直後、②５

分後（0.75MPa）、

③減圧後

（0.5MPa）、④１

時間後（0.4MPa 以

上） 

 

 土工 埋戻し 測点 4０

ｍ 

転圧の厚さ 

各層毎（20cm～

30cm） 

 

 埋設シー 埋設シート布設  〃 4０ 施工状況  

  消火栓   〃   〃 

舗装本復旧完了後

に弁等の完成を撮

影すること。 

 〃 

  T 字管、割 T 字

管 

  〃   〃 

舗装本復旧完了後

に消火栓の完成を

撮影すること。 

 〃 

  連絡箇所   〃 施工状況、配管状

況図添付（黒板 or

写真長） 

 〃 

  栓設置   〃   〃  〃 

 水圧試験 DIP  適宜 ①加圧直後、②５

分後 

 

  HPPE   〃 ①加圧直後、②５

分後(0.75MPa）、

③減圧後

（0.5MPa）、④１

時間後（0.4MPa

以上） 

 

 土工 埋戻し 測点 4０

ｍ 

転圧の厚さ 

各層毎（20cm～

30cm） 

 

 埋設シー 埋設シート布設  〃 4０ 施工状況  
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ト 状況 ｍ 

 仮復旧工 路盤工  〃 4０

ｍ 
仕上げ厚（転圧の

厚さ） 

各層毎（下がりで

撮影） 

 

  舗装工  〃 4０

ｍ 
  〃  

本復旧工＜工区別（路線別），測点ごと，No.0～＞ 

 本復旧工 仮復旧撤去工 測点 4０

ｍ 
施工状況  

  表層工、基層工  〃 4０

ｍ 
仕上げ厚 

各層毎（下がりで

撮影） 

コア測定 

 

  道路標示復旧工  〃 適宜 施工状況  

      

 

 

 

産業廃棄物処理工＜発生土処分、As 塊、Co 塊、塩ビ管、石綿管等＞ 

 発生土処

分 

  出発

時 

処理

時 

車両のナンバー・

特定事業場看板を

写しこむ 

 

 産業廃棄   出発 産業廃棄物収集運  

ト 状況 ｍ 

 仮復旧工 路盤工  〃 4０

ｍ 
仕上げ厚（転圧の

厚さ） 

各層毎（下がりで

撮影） 

 

  舗装工  〃 4０

ｍ 
  〃  

本復旧工＜工区別（路線別），測点ごと，No.0～＞ 

 本復旧工 仮復旧撤去工 測点 4０

ｍ 
施工状況  

  表層工、基層工  〃 4０

ｍ 
仕上げ厚 

各層毎（下がりで

撮影） 

コア測定 

 

  道路標示復旧工  〃 適宜 施工状況  

  舗装品質管理  適宜 加熱合材温度管理

（必須） 

締固め密度測定 

 

産業廃棄物処理工＜発生土処分、As 塊、Co 塊、塩ビ管、石綿管等＞ 

 発生土処

分 

  運搬

時 

処理

時 

状況写真 

車両のナンバー等

を写しこむ 

 

 産業廃棄   運搬 状況写真  
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物処分 時 

処理

時 

搬車表示確認 

車両のナンバー・

処分許可看板を写

しこむ 

その他 

 災害 被災状況  適宜 被災状況及び規模

等 

「被災前（現

場付近）」 

「被災直後」 

「被災後」 

 事故 事故報告   〃 事故の状況 「発生前（現

場付近）」 

「発生直後」 

「発生後」 

 補償関係    〃 被害又は加害状況 「発生前」 

「発生時」 

「発生後」 

 環境対策    〃 各種施設設置状況 「設置後」 

 イメージ

アップ 

   〃 各種施設設置状況 「設置後」 

給水管切替工＜給水装置切替一覧表を作成＞ 

 着工前・

完成 

着工前 給水

箇所 

全箇

所 

  

  完成  〃  〃 着工前の写真と同

じ箇所を 

 

物処分 時 

処理

時 

車両のナンバー等

を写しこむ 

 

 

その他 

 災害 被災状況  適宜 被災状況及び規模

等 

「被災前（現

場付近）」 

「被災直後」 

「被災後」 

 事故 事故報告   〃 事故の状況 「発生前（現

場付近）」 

「発生直後」 

「発生後」 

 補償関係    〃 被害又は加害状況 「発生前」 

「発生時」 

「発生後」 

 環境対策    〃 各種施設設置状況 「設置後」 

 イメージ

アップ 

   〃 各種施設設置状況 「設置後」 

給水管切替工＜給水装置切替一覧表を作成＞ 

 着工前・

完成 

着工前 給水

箇所 

全箇

所 

  

  完成  〃  〃 着工前の写真と同

じ箇所を撮影する
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撮影すること 

 給水管切

替土工 

  〃 10 箇

所に 

１箇

所 

幅、深さ 引抜工法の場

合は 

全箇所 

 給水管切

替工 

分水栓建込工

（鋳鉄） 

 〃 全箇

所 

トルクレンチ締め

付け 

 

 

 

締付けトルク

確認 

    〃 10 箇

所に 

１箇

所 

ポリスリーブ被覆  

  分水栓建込工

（ＥＦ） 

 〃 全箇

所 

施工状況 

 

 

  不断水連絡工  〃 全箇

所 

施工状況  

  水圧試験  〃 全箇

所 

①加圧時、②１分

後 

 

  給水管布設工  〃 全箇

所 

配管状況 全景写す・略

図記載 

  土被り、離れ  〃 全箇

所 

測定状況  

こと 

 給水管切

替土工 

  〃 ３箇

所に 

１箇

所 

幅、深さ  

 給水装置

切替工 

  〃 全箇

所 

施工状況（起点、

終点） 

鋼管の場合ネジ込

み、ネジ立てを撮

影する。 

 

      

 

 

 

 

      

 

 

      

 

 

 水圧試験   全箇

所 

①加圧時、②１分

後 
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 復旧工   必要

の都

度 

As 復旧、Co 復

旧、タイルの 

復旧など 

 

仮設配水管、仮設給水管切替工 

 着工前・

完成 

着工前 測点  出来るだけ本管布

設と同じポイント

で撮影すること。 

工区別（路線

別） 

No.0～ 

  完成  〃   着工前の写真と同

じ箇所を 

撮影すること。 

 〃 

 使用材料 材料検査   検査

実施

時 

仮設材料一式とし

て黒板に明記のう

え撮影すること 

 

 不断水工

法 

不断水仕切弁設

置工 

 全箇

所 

施工状況  

  不断水分岐工  全箇

所 

施工状況  

 仮設配水

管 

仮設配水管土工 測点 4０

ｍ 
幅、深さ  

  仮設配水管布設

工 

 〃 4０

ｍ 
配管状況 露出配管の場

合は 

凍結防止状況 

  仮設分岐工 分岐

箇所 

全箇

所 

施工状況  

 復旧工   必要

の都

度 

As 復旧、Co 復

旧、タイルの復旧

など 

 

仮設配水管、仮設給水管切替工 

 着工前・

完成 

着工前 測点  出来るだけ本管布

設と同じポイント

で撮影すること。 

工区別（路線

別） 

No.0～ 

  完成  〃   着工前の写真と同

じ箇所を撮影する

こと。 

 〃 

 使用材料 材料検査   検査

実施

時 

仮設材料一式とし

て黒板に明記のう

え撮影すること 

 

      

 

 

      

 

 

 仮設配水

管 

仮設配水管土工 測点 4０

ｍ 
本管布設と同様と

する 

 

  仮設配水管布設

工 

 〃 4０

ｍ 
 〃 

 

 

 

  仮設分岐工 分岐

箇所 

全箇

所 

施工状況  
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  仮設配水管撤去

工 

測点 4０

ｍ 

撤去状況  

  仮設配水管撤去

土工 

 〃 4０

ｍ 

本管布設と同様と

する 

 

 仮設給水

管 

仮設給水管切替

土工 

給水

箇所 

10 箇

所に

１箇

所 

幅、深さ  

  仮設給水管切替

工 

 〃 全箇

所 

施工状況  

出来形管理 

  コア採取工  適宜 採取状況 舗装種別ごと

に１箇所 

    適宜 厚み測定状況  

品質管理 

 舗装品質

管理 

加熱合材温度管

理 

 運搬

の都

度 

締固め前温度測定  

  平坦性試験  ４０

ｍ 

実施状況  

  簡易貫入試験  全箇

所 

実施状況  

 

      

 

 

      

 

 

 仮設給水

管 

仮設給水管切替

土工 

給水

箇所 

３箇

所に

１箇

所 

幅、深さ  

  仮設給水管切替

工 

 〃 全箇

所 

施工状況（起点、

終点） 

 

 

 



 
かずさ水道広域連合企業団水道工事標準仕様書 新旧対照表 

改   正   後 改   正   前 備考欄 
 

- 28 - 
 

Ⅴ 工事関係要領等 
２６．出来形管理基準（水道事業） 

１． 出来形管理 

  出来形管理のうち、直接測定による出来形管理とは、工事の出

来形を把握するため、工作物の寸法、凸凹、勾配、基準高等を施

工の順序に従い直接測定（出来形測定）し、その都度逐次その結

果を管理図表又は結果一覧表に記録し、常に的確な管理を行うこ

とをいう。 

また、撮影記録による出来形管理とは、出来形測定、品質管理を

実施した場合において、又は、施工段階（区切り目）及び施工の進

行過程を確認するため、必要に応じて撮影記録を行うことをいう。 

 

２． 出来形管理基準適用の留意点  

ア この出来形管理基準は、検査に必要な最小限の基準である。従

って各工事においては、原則として、起・終点及び各測点(Ｎｏ)

ごとの測点管理を行い、その内から各工種の測定基準により出来

形管理表等を作成すること。 

イ 延長で管理するもののうち施工延長が40ｍ以下のものについて

は、１施工単位当り２箇所を測定すること。 

ウ 基準高の表示：下記の例に図示した▽印の位置を基準高とする

こと。 

エ 管理位置については、あらかじめ施工計画書に記載すること。 

  オ 道路復旧等の施工管理は、各道路管理者の定める基準によらな

Ⅴ 工事関係要領等 
２６．出来形管理基準（水道事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１． 出来形管理基準適用の留意点  

ア この出来形管理基準は、検査に必要な最小限の基準である。従

って各工事においては、原則として、起・終点及び各測点(Ｎｏ)

ごとの測点管理を行い、その内から各工種の測定基準により出来

形管理表等を作成すること。 

イ 延長で管理するもののうち施工延長が20ｍ以下のものについ

ては、１施工単位当り２箇所を測定すること。 

ウ 基準高の表示：次項摘要欄に図示した▽印の位置を基準高とす

ること。 

エ 管理位置については、あらかじめ施工計画書に記載すること。 

  オ 道路復旧等の施工管理は、各道路管理者の定める基準によらな

 
 
 
(新設) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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ければならない。 

 

基準高さの例  

 

 

 

 

 

 

３. 各工種及び測定項目等 

受注者は、出来形管理に当っては、監督職員と設計数量との整 

合性について協議し、適切な管理を行なわなければならない。 

 
 

ければならない。 

 

基準高さの例  

 

２. 各工種及び測定項目等 

受注者は、出来形管理に当っては、監督職員と設計数量との整

合性について協議し、適切な管理を行なわなければならない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
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出来形管理基準一覧表 
 
別表のとおり（新設） 
※千葉県企業局の出来高管理基準を踏襲する。 

出来形管理基準一覧表 
 
別表のとおり（削除） 

 
 
（変更） 

 



工　事 工　種 工種細目 測定項目 規格値 測定基準 摘　　要

(1) 土工 掘削工 幅　　　　　ｂ +50㎜ ○延長40ｍ毎（標準的な位置）に 土被りの変化点、占用位置の変

 -0 測定する。 化点においても測定する。

○布設延長40ｍ未満の路線にあっ 埋戻工については、路床（路盤

深さ　　　　ｄ +100㎜ ては、路線毎に２箇所測定する。 下から管下）の厚さを測定する。

 -0 ○給水管切替工事及び鉛給水管更

埋戻工 厚さ　　　　ｔ -50㎜ 新工事の開削工法の土工は10箇所

に１箇所、配管状況は、全箇所

(2) 配管工 配管工 延長　　　　Ｌ +0.10% 測定する。また、引抜き工法

 -0 は、土工、配管工とも全箇所測

管 定する。

土被り　　　Ｄ +100㎜
 -0

占用位置　　Ｈ ±50㎜

工
(3) 仕切弁設置工 砕石基礎工 径　　　　　Ｂ -50㎜ ○設置箇所毎に測定する。

厚さ　　　　ｔ -30㎜

事 仕切弁筐設置 据付位置 中心 ○スピンドルが中心になるよう据

付られていること。

鉄蓋据付 ±0㎜ ○鉄蓋と路面との段差がないこと。

(路面とのすり付け勾配１％以内)

(4) 消火栓・排水栓・ 砕石基礎工 径　　　　　Ｂ -50㎜ ○設置箇所毎に測定する。

　空気弁設置工 厚さ　　　　ｔ -30㎜

鉄蓋設置工 鉄蓋据付 ±0㎜ ○鉄蓋と路面との段差がないこと。

(路面とのすり付け勾配１％以内)

別 表
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工　事 工　種 工種細目 測定項目 規格値 測定基準 摘　　要
(5) 仕切弁室・排水弁 基礎工 幅　　　　　ｂ -50㎜ ○設置箇所毎に測定する。
　室築造工 厚さ　　　　ｔ -30㎜

躯体工 内寸法　　ｂ１ ±30㎜
外寸法　　ｂ２ ±30㎜

高さ　　　ｈ１ ±30㎜
　　　　　ｈ２ ±30㎜

壁圧　　　　ｔ +10㎜
-5㎜

(6) 管防護工 基礎工 幅　　　　　ｂ -50㎜ ○設置箇所毎に測定する。
管 厚さ　　　　ｔ -30㎜

コンクリート工 長さ 断面
+30㎜

工 幅  -0
延長

厚さ +30㎜
 -0

事
(7) 推進工 推進工（小口径） 基準高　　　▽ -50㎜ ○基準高、中心線の変位（水平）

は、推進管１本毎に１箇所測定
する。

中心線の変位 直線のみの
（水平） 推進区間

±50㎜
曲線を含む
推進区間

±100㎜
延長　　　　Ｌ -L/500㎜

かつ
 -200㎜
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工　事 工　種 工種細目 測定項目 規格値 測定基準 摘　　要
(1) アスファルト 砕石ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ 厚さ　　　　ｔ -45㎜ ○延長40ｍ毎に１箇所の割で測定。 ○厚さは、個々の測定値が10個
　舗装工 再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ 幅　　　　　ｂ -50㎜ ○延長40ｍ未満については、路線 に９個以上の割合で規格値を満
（下層路盤） ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝｽﾗｸﾞ 毎に測定。 足しなければならない。

○給水管切替工事及び鉛給水管更
新工事において、箇所毎の復旧と
なる場合は、10箇所に１箇所測定
する。
　ただし、道路管理者の指示があ
った場合や、現場状況に応じて必

(2) アスファルト 粒度調整砕石 厚さ　　　　ｔ -30㎜ 要な場合測定する。
　舗装工 粒度調整スラグ 幅　　　　　ｂ -50㎜

道 （上層路盤）
セメント及び石灰 厚さ　　　　ｔ -30㎜
安定処理 幅　　　　　ｂ -50㎜

路
加熱アスファルト
安定処理 厚さ　　　　ｔ -20㎜

復 再生アスファルト 幅　　　　　ｂ -50㎜
安定処理

旧 (3) アスファルト ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物層 厚さ　　　　ｔ -12㎜ ○厚さは、施工面積200㎡を超え
　舗装工 （基層工） 幅　　　　　ｂ -25㎜ 2000㎡以下の場合は、コアを３個

採取して測定とし、幅は、延長40
工 ｍ毎に１箇所の割で測定。

○延長40ｍ未満については、路線
毎に測定。

事
(4) アスファルト ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物層 厚さ　　　　ｔ -9㎜ ○厚さは、施工面積200㎡を超え
　舗装工 （表層工） 2000㎡以下の場合は、コアを３個

幅　　　　　ｂ -25㎜ 採取して測定とし、幅は、延長40
ｍ毎に１箇所の割で測定。

3ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀ ○延長40ｍ未満については、路線
平坦性 （σ）2.4㎜ 毎に測定。

以下 ○施工面積200㎡以下の場合は、コ
直読式（足付き） アの採取、平坦性試験を省略する。
（σ）1.75㎜ 　ただし、道路管理者の指示があ
以下 った場合や、現場状況に応じて必

要な場合測定する。
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工　事 工　種 工種細目 測定項目 規格値 測定基準 摘　　要
(5) コンクリート 下層路盤工 厚さ　　　　ｔ -45㎜ ○延長40ｍ毎に１箇所の割で測定。
　舗装工 幅　　　　　ｂ -50㎜ ○延長40ｍ未満については、路線

毎に測定。

(6) コンクリート 粒度調整路盤工 厚さ　　　　ｔ -30㎜
　舗装工 幅　　　　　ｂ -50㎜

道

(7) コンクリート コンクリート舗装 厚さ　　　　ｔ -10㎜
路 　舗装工 版工 幅　　　　　ｂ -25㎜

目地段差 ±2㎜

復

(8) 歩道路盤工 砕石ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ 厚さ　ｔ＜15㎝ -30㎜ ○延長40ｍ毎に１箇所の割で測定。
旧 　　　ｔ≧15㎝ -45㎜ ○施工延長40ｍ未満については、

粒度調整砕石 幅　　　　　ｂ -100㎜ 路線毎に測定。
（歩道路盤工）

工
(9) 歩道舗装工 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物層 厚さ　　　　ｔ -9㎜ ○厚さは、施工面積200㎡を超え

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ 幅　　　　　ｂ -25㎜ 2000㎡以下の場合は、コアを３個
事 混合物層 採取して測定とし、幅は、延長40

（歩道舗装工） ｍ毎に１箇所の割で測定。
（表層工） ○延長40ｍ未満については、路線

毎に測定。
○施工面積200㎡以下の場合は、コ
アの採取を省略する。

(10) 砂利道復旧工 砕石ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ 厚さ　　　　ｔ -45㎜ ※下層路盤工に準ずる。
粒度調整砕石 幅　　　　　ｂ -50㎜
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工　事 工　種 工種細目 測定項目 規格値 測定基準 摘　　要
(11) 路面切削工 厚さ　　　　ｔ -7㎜ ○厚さは、40ｍ毎に現舗装高さ切

幅　　　　　ｗ -25㎜ 削後の基準高の差で算出する。
測定点は、車道中心線、車道端及
びその中心とする。
○幅は、延長40ｍ毎に１箇所の割

(12) 切削オーバー 厚さ　　　　ｔ -7㎜ とする。
　レイ工 幅　　　　　Ｗ -25㎜ ○延長40ｍ未満の場合は、２箇所

/施工箇所とする。
○断面状況で、間隔、測点数、

平坦性 3ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀ 厚さを変えることができる。
道 （σ）2.4㎜ ○維持工事においては、平坦性の

以下 項目を省略することができるが、
直読式（足付き） 道路管理者の指示があった場合

路 （σ）1.75㎜ や、現場状況に応じて必要な場合
以下 測定する。

復 (13) オーバーレイ工 厚さ　　　　ｔ -9㎜ ○厚さは、40ｍ毎に現舗装高とオ
幅　　　　　Ｗ -25㎜ ーバーレイ後の基準高の差で算出

する。
旧 測定点は、車道中心線、車道端及

平坦性 3ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀ びその中心とする。
（σ）2.4㎜ ○幅は、延長40ｍ毎に１箇所の割

工 以下 とする。
直読式（足付き） ○延長40ｍ未満の場合は、２箇所
（σ）1.75㎜ /施工箇所とする。

事 以下 ○断面状況で、間隔、測点数、
厚さを変えることができる。
○平坦性は、道路管理者の指示が
あった場合や、現場状況に応じて
必要な場合測定する。

(14) 排水性舗装工 下層路盤工 厚さ　　　　ｔ -45㎜ ○延長40ｍ毎に１箇所の割で測定。
幅　　　　　ｂ -50㎜ ○延長40ｍ未満については、路線

毎に測定。
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工　事 工　種 工種細目 測定項目 規格値 測定基準 摘　　要
(15) 排水性舗装工 上層路盤工 厚さ　　　　ｔ -30㎜ ○延長40ｍ毎に１箇所の割で測定。 ※県基準

粒度調整路盤工 幅　　　　　ｂ -50㎜ ○延長40ｍ未満については、路線 　第３編土木工事共通編　道路
毎に測定。 関係　排水性舗装工（上層路盤

工）より

(16) 排水性舗装工 上層路盤工 厚さ　　　　ｔ -30㎜
ｾﾒﾝﾄ（石灰） 幅　　　　　ｂ -50㎜
安定処理工

(17) 排水性舗装工 加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ安定 厚さ　　　　ｔ -20㎜ ○厚さは、施工面積200㎡を超え
道 処理工 （測定の平均値） (-7㎜) 2000㎡以下の場合は、コアを３個

幅　　　　　ｂ -50㎜ 採取して測定とし、幅は、延長40
ｍ毎に１箇所の割で測定。

路 ○延長40ｍ未満については、路線
(18) 排水性舗装工 基層工 厚さ　　　　ｔ -12㎜ 毎に測定。

（測定の平均値） (-4㎜)
復 幅　　　　　ｂ -25㎜

旧 (19) 排水性舗装工 表層工 厚さ　　　　ｔ -9㎜ ○厚さは、施工面積200㎡を超え
（測定の平均値） (-3㎜) 2000㎡以下の場合は、コアを３個
幅　　　　　ｂ -25㎜ 採取して測定とし、幅は、延長40

工 ｍ毎に１箇所の割で測定。
○延長40ｍ未満については、路線

平坦性 3ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀ 毎に測定。
事 （σ）2.4㎜ ○施工面積200㎡以下の場合は、コ

以下 アの採取、平坦性試験を省略する。
直読式（足付き） ○維持工事については、平坦性の
（σ）1.75㎜ の項目を省略することができる。
以下 　ただし、道路管理者の指示があ

った場合や、現場状況に応じて必
要な場合測定する。

(20) 付属施設 区画線工 厚さ　　　　ｔ 設計値以上 ○厚さは、各線種毎に、１箇所
表示文字 幅　　　　　Ｗ テストピースにより測定。
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Ⅴ 工事関係要領等 
２７．品質管理基準（水道事業） 

１．品質管理 
  品質管理とは、資材等の品質を把握するため、物理的、科学試験を

実施し、その都度、その結果を管理図表又は、結果一覧表に記録し、

常により的確な管理を行うことをいう。 
 
２． 品質管理基準適用の留意点 

ア この品質管理基準は、水道工事に使用する材料の品質と現場で

の施工に対する試験（測定）種目と、その管理基準を定めたもの

であり、各工種の試験(測定)基準により品質管理表及び合格判定

表等を作成すること。 

イ 区分における必須とは  ： 各工種の試験種目の中で施工に際し、

必ず試験（測定）を実施する項目とす

る。 
ウ 区分におけるその他とは ： 必須に次ぐ試験種目で、必要に応じ

て特記仕様書又は監督員が指示した

場合に試験（測定）を実施する項目と

する。 
エ 道路復旧等の品質管理基準は、各道路管理者の定める基準によらな 

ければならない。 
 

３． 各工種及び試験（測定）項目等 
受注者は、品質管理に当っては、監督員が現地において立会い又は

Ⅴ 工事関係要領等 
２７．品質管理基準（水道事業） 

 
 
 
 
 
１． 品質管理基準適用の留意点 

ア この品質管理基準は、水道工事に使用する材料の品質と現場で

の施工に対する試験（測定）種目と、その管理基準を定めたもの

であり、各工種の試験(測定)基準により品質管理表及び合格判定

表等を作成すること。 

イ 区分における必須とは  ： 各工種の試験種目の中で施工に際

し、必ず試験（測定）を実施する項

目とする。 
ウ 区分におけるその他とは ： 必須に次ぐ試験種目で、必要に応じ

て特記仕様書又は監督員が指示した

場合に試験（測定）を実施する項目

とする。 
エ 道路復旧等の品質管理基準は、各道路管理者の定める基準によら 

なければならない。 
 

２． 各工種及び試験（測定）項目等 
受注者は、品質管理に当っては、監督員が現地において立会い又は

 
 
 
(新設) 
 
 
 
 
(変更) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(変更) 
 



 
かずさ水道広域連合企業団水道工事標準仕様書 新旧対照表 

改   正   後 改   正   前 備考欄 
 

- 38 - 
 

確認する工種及び試験（測定）項目等について工事着手前に協議する

こと。 
 

品質管理基準 
 
別表のとおり（新規追加） 
※千葉県企業局の出来高管理基準を踏襲する。 

確認する工種及び試験（測定）項目等について工事着手前に協議する

こと。 
 

 品質管理基準 
 
別表のとおり（削除） 

 
 
 

 
 
（変更） 

 



工　事 工　種 工 種 細 目 試 験 項 目 規　格　値 試 験 基 準 摘　　要 試験成績表等確認

(1) 土工 埋戻工 簡易貫入試験 12回以上/10㎝ ○布設延長100ｍ以下は 記録写真

２箇所

○100ｍ以上は、100ｍ毎

に１箇所

○50ｍ以下は、１箇所

○路線毎に１箇所

○上記以外、道路管理者

の指示があった場合や、
現場状況に応じて必要な
場合測定する。

(2) 分岐工 不断水穿孔工 水圧試験 ０．７５ＭPaを１分間 ○設置箇所毎に試験を行 記録写真

以上保持する。 い漏水しないこと。

管 給水管切替工 ０．７５ＭPaを１分間

（サドル分水） 以上保持する。

工
(3) ポリエチレン管 直管曲げ配管 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 ﾁｪｯｸｼｰﾄ

　接合工 及び管継手施工ﾏﾆｭｱﾙ 記録写真

(配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾊﾟｲﾌﾟ
事 ｼｽﾃﾑ協会)

による。

継手接合部 EF接合ﾁｪｯｸｼｰﾄによる。

(4) Ｋ形管接合工 直管曲げ配管 曲げ角度と偏位 Ｋ形ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 Ｋ形ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ﾁｪｯｸｼｰﾄ
(日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) (日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) 記録写真

継手接合部 継ぎ手の伸び による。 による。

受口面～ゴム
輪間隔

Ｋ形継手ﾁｪｯｸｼｰﾄに
受口面～白線 よる。

間隔他

別 表
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工　事 工　種 工種細目 試 験 項 目 規　格　値 試 験 基 準 摘　　要 試験成績表等確認
(5) ＮＳ形管接合工 直管曲げ配管 曲げ角度と偏位 ＮＳ形ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ＮＳ形ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ﾁｪｯｸｼｰﾄ

(日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) (日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) 記録写真
による。 による。

ライナ使用部 継ぎ手の伸び 〃 〃

継手接合部 受口面～ゴム
輪間隔

ＮＳ形継手ﾁｪｯｸｼｰﾄに 〃
受口面～白線 よる。
間隔他

(6) ＧＸ形管接合工 直管曲げ配管 曲げ角度と偏位 ＧＸ形ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ＧＸ形ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ﾁｪｯｸｼｰﾄ
(日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) (日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) 記録写真
による。 による。

管
ライナ使用部 継ぎ手の伸び 〃 〃

継手接合部 受口面～ゴム
工 輪間隔

ＧＸ形継手ﾁｪｯｸｼｰﾄに 〃
受口面～白線 よる。
間隔他

事
(7) フランジ接合工 継手接合部 ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ﾁｪｯｸｼｰﾄ

(日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) (日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) 記録写真
による。 による。

ﾌﾗﾝｼﾞ継手ﾁｪｯｸｼｰﾄに 〃
よる。

(8) その他の管接合 直管曲げ配管 ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ﾀﾞｸﾀｲﾙ接合要領書 ・溶接鋼管について

　工 継手接合部 (日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) (日本ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管協会) は、別途基準による。

による。 による。

(9) 管及び弁類等 配水管材料及び ・(社)日本水道協会 ・(社)日本水道協会規格 ・ＪＷＷＡ
　水道材料 水管材料 規格 ・仕様書

40



工　事 工　種 工種細目 試 験 項 目 規　格　値 試 験 基 準 摘　　要 試験成績表等確認
(1) 路盤工 下層路盤工 現場密度の測定 最大乾燥密度の93％ ○掘削面積2000㎡以上とな 締め固めは、10個の

（施工） 以上 る場合に実施 測定値の平均値Ｘ10
X10　　95％以上 ○布設延長100ｍ以下は、 が規定値を満足しな
X6　 　96％以上 ２箇所 ければならない。
X3 　　97％以上 ○100ｍ以上は、100ｍ毎に 10個の測定値が得が

１箇所 たい場合は３個の
○50ｍ以下は、１箇所 測定値の平均値Ｘ3
○路線毎に１箇所 が規格値を満足し
○給水管切替工事及び鉛給 なければならない

道 水管更新工事は、各路線 が、Ｘ3が規格値を
毎に１箇所測定する。 はずれた場合は、
　ただし、道路管理者の指 さらに、３個のﾃﾞ

路 示があった場合や、現場状 ｰﾀを加えた平均値
況に応じて必要な場合測定 Ｘ6が規格値を満足
する。 していればよい。

復 ※県基準
　４下層路盤

旧 上層路盤工 下層路盤工に同じ 同上 同上 同上
現場密度の測定 ※県基準
（施工） 　５上層路盤

工
ｱｽﾌｧﾙﾄ安定処理工 下層路盤工に同じ 同上 同上 同上

現場密度の測定 ※県基準
事 （施工） 　６ｱｽﾌｧﾙﾄ安定

処理路盤

ｾﾒﾝﾄ安定処理工 現場密度の測定 同上 同上 同上
（施工） ※県基準

　７ｾﾒﾝﾄ安定処理
路盤
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工　事 工　種 工種細目 試 験 項 目 規　格　値 試 験 基 準 摘　　要 試験成績表等確認
(2)アスファルト舗装 アスファルト舗装工 現場密度の測定 基準密度の94％以上 ○施工面積200㎡を超え
　工 X10　　96％以上 2000㎡以下の場合は、コア

X6　 　96％以上 を３個採取して測定する。
X3 　　96.5％以上 ○施工面積200㎡以下の場

合は省略する。
○給水管切替工事は、各路
線毎に１箇所測定する。
　ただし、道路管理者の指
示があった場合や、現場状

道 況に応じて必要な場合測定
する。

温度測定（初期 110℃以上 運搬の都度
復 締固め前）

旧

工 外観検査（混合物） 目視 随時

事
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